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【公益目的支出計画の状況】

　公益目的支出計画の
　完了予定事業年度の末日

（単位：円）
翌事業年度

計画 実績 計画 実績 計画

　公益目的財産額 6,995,925,474 6,995,925,474 6,995,925,474 6,995,925,474 6,995,925,474

　公益目的収支差額 3,218,108,795 2,894,063,169 3,510,664,140 3,385,953,599 3,803,219,485

　公益目的支出の額 304,555,345 608,000,609 304,555,345 566,664,604 304,555,345

　実施事業収入の額 12,000,000 156,831,572 12,000,000 74,774,174 12,000,000

　公益目的財産残額 3,777,816,679 4,101,862,305 3,485,261,334 3,609,971,875 3,192,705,989

3,609,971,875

　１．公益目的財産額

　２．当該事業年度の公益目的収支差額　（（１）＋（２）−（３））

6,995,925,474

3,385,953,599

2,894,063,169

566,664,604

公益目的支出計画実施報告書
【 令和5（2023）年度（2023年4月1日から2024年3月31日まで）の概要 】

　　（２）当該事業年度の公益目的支出の額

　　（３）当該事業年度の実施事業収入の額

　３．当該事業年度末日の公益目的財産残額

74,774,174

　　（１）前事業年度末日の公益目的収支差額

前事業年度 当該事業年度

　４．２の欄に記載した額が計画に記載した見込み額と異なる場合、その概要及び理由

 令和5年度は、産業界における人的資本経営への関心および取組みが拡大したことを受け、マネジメント力及びも
のづくり力の強化に係る小会の人材育成事業への期待が顕著に感じられることとなった。
 同時に、オンラインでの一方通行型の情報提供スタイルから、面直かつ双方型の交流を含めた場の提供への要望
が著しく高まり、結果として、大規模会場の利用を含め、各事業で規模拡大の流れが生じるに至った。
 加えて、小会創立80周年となった令和4年度に引き続き、我が国の経営力強化に資するべく、財政及び人的資源の
集中を継続したこともあり、最終的には、公益目的支出が計画を 262,109,259円上回り、実施事業収入は計画に対し
て 62,774,174円上回った。

　（１）計画上の完了見込み

　（２）（１）より早まる見込みの場合

2036年3月31日
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〔公益目的支出計画実施報告書〕

【実施事業（継続事業）の状況等】

（１）計画記載事項

（1）

(２）

(1)

(2)

  円

  円

事業の内容

企業ならびに団体・組織の経営資源が持つ能力と特性の最大発揮に係るマネジメントに関する調査・研究および普
及啓発事業

事業の概要

304,555,345

12,000,000

事業番号

継１

１．趣旨（目的）・まとめた理由

２．事業

５．業務委託

　グローバル化や情報化の進展により社会や市場の枠組みとこれらのとらえ方が変わり、ますます競争が激化する中で、企
業ならびに団体・組織が持続的に発展するためには、既存の伝統的な経営資源（人、もの、お金、情報、時間）に対するマネ
ジメントに加え、目に見えない無形経営資源（知識（ナレッジ）・技術・ノウハウ、従業員のモラール、動機・意欲（モチベーショ
ン）、ブランドロイヤリティ・企業イメージ等）のマネジメントが欠かせない時代である。時代の変化に即し、それら有形・無形
の経営資源を最も有効に活用し、企業ならびに団体・組織の経営資源が持つ能力と特性の最大発揮を通じ経営革新をはか
り、経済発展と国民の生活の向上および国際社会への貢献を目的とする。
　この目的を達成するため、２－（１）・(２）の事業は共通の目的を達成する手段として位置づけられることから一つにまとめ
た。

わが国企業・団体・組織の経営力の強化に資するマネジメントおよびマネジメント力を発揮する人材育成に関する調査・
研究ならびに普及啓発について、社会・企業・産業界のニーズや時代に即したテーマを選定した上で、調査・研究方法、
参画研究者、普及方法、資金等を決定して当協会のもとで実施する。
【ねらい】
 わが国企業・団体・組織が今後とも持続的な成長をし続けるためには、グローバル化する経済・企業活動および拡大
するグローバル市場への積極的な対応・展開が不可欠であり、このための経営および現場を牽引する人材の育成とよ
り高度なマネジメントによる経営の最適化をはかり、経営資源の最大効率化を推進する必要がある。
これを支援するための調査・研究ならびに普及啓発活動を行う。
【平成22年度実績と平成23年度計画】　　　＊別添の調査・研究ならびに普及啓発活動の内容を参照。

わが国製造業のものづくり力を強化するマネジメントやビジネスモデルおよび新技術・新産業の創出を支援する調査・
研究ならびに普及啓発について、グローバルな製造業を取り巻く環境変化や新技術・新産業動向に即したテーマを選
定した上で、調査・研究方法や参画研究者、普及方法、資金等を決定して当協会のもとで実施する。
【ねらい】
　これまでわが国は製造業を中心に、強い現場力と高度な技術力による量産化と低コスト化を実現し、高い品質と製品
への信頼を確立して成長してきた。　しかし、今後は国内市場の縮小化への対応とともに、厳しい国際競争を前提とした
グローバル市場や新興市場開発への取り組みに迫られている。グローバル市場での国際競争力を高め、活力ある企
業活動・経済活動を実現するために、市場創造のための新技術や新産業の創出ならびにビジネスモデルへの展開など
新たな視点も加えて、わが国製造業のものづくり力の強化のためのマネジメント、ものづくりにおけるイノベーション（革
新）を実現する必要がある。これを支援するための調査・研究ならびに普及啓発活動を行う。
【平成22年度実績と平成23年度計画】　　　＊別添の調査・研究ならびに普及啓発活動の内容を参照。

３．財源
 いずれも、特例民法法人から承継した財産を主な財源とする。ただし、一部の事業について、参加費等を徴収する場合が
あり外部からの収入を生じる場合がある。

４．事業を行うために必要な組織・要員
経営研究所　（概ね8名）

調査・研究に関して、調査票の郵便・通信業務を専門の会社に、また、データ集計を専門の会社に委託する。

調査・研究の成果内容を広く公開・公表するための印刷業務やホームページ掲載に関る業務を専門の会社に委託す
る。

 ① 当該事業に係る公益目的支出の見込額

 ② 　　　〃　　　実施事業収入の見込額
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〔公益目的支出計画実施報告書〕

（２）当該事業年度の実施状況

●

●

●

○

【わが国企業・団体・組織の経営力強化に資するマネジメントに関する調査・研究、普及啓発の実施】

●

【人事プロフェッショナルの育成に関する調査・研究、普及啓発の実施】

人事教育部門評議員会を通して収集した経営課題に基づき、人事プロフェッショナル育成を意図したHR CAMPを令和5年11
月に東京で開催。異なる３つのレイヤー（経営層、ミドル層、若手層）をミックスした双方向議論型の形式を初めて導入するこ
とで、今後の企業経営の中核を為す人事プロフェッショナル育成に資する活動を展開。その高評価を受け、令和6年2月には
HR CAMP大阪を実施し、広く産業界に対して人材育成に関わる普及啓発を実施した。

「HR CAMP」 東京開催（令和5年11月）、大阪開催（令和6年2月）

（注）１．●印は個別プロジェクトの活動概要を記した。　２．○印は実績概要を記した。

事業（１）　「経営力の強化に資するマネジメントおよびマネジメント力を発揮する人材育成に関する調査・研究ならびに
　　　　　　　普及啓発事業」に関する実施状況

【当面する企業経営課題に関する調査の実施】

日本企業が当面ならびに中期的に対応を迫られている重要な経営課題や、その具体的な実態、特性を収集・分析し、
今後の経営指針となるテーマや施策、その方向性を探る調査研究として、1979年から企業経営者を対象に実施している。
　○調査票の配布および回収（令和5年11月～12月、回答数528社）
　○報告書の作成ならびにホームページへの掲載（令和6年3月）

事業の実施状況について

より広範囲の企業関係者への発信を意図し、小会HPにて、調査・研究の詳細や成果を表出すると共に、経営課題調査にお
いては、産業界の関心に応じて「組織・人事編」を別途編集し、冊子配布するなど、情報発信の実効性を高める手法を実施
することで、訴求力向上に繋げている。また、製造業に向けて、「ものづくり人材がChatGPTを使いこなす方法」の講演会及
びそのアンケート調査結果の公表を実施するなど、時流を踏まえた情報発信活動を展開した。

【HPや冊子による情報発信活動】

経済活性化や人材不足が課題となる国内の各地域において、その基幹となり得るサービス産業及び観光産業の人材育成
に資するべく、普及啓発活動を4都市で展開した。
　
　〇「サービス観光人材育成プロジェクト」（令和5年7月：大阪、令和5年10月：札幌、福岡、令和6年2月：東京）
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〔公益目的支出計画実施報告書〕

●

●

  円

  円

  円

  円

  円

〔公益目的支出計画実施報告書〕

◇第1分科会：「“ひと”と“技術”の交差点（手法・場）をつくる」
　　　　　　　　　～匠・職人・エンジニアの技と新技術の掛け合わせ手法と多様化する連携の場を考える～
◇第2分科会：「サーキュラーエコノミーと技術開発」
　　　　　　　　　～カーボンニュートラル達成から産業間の連携を考える～

事業（２）　「ものづくり力を強化するマネジメントやビジネスモデルおよび新技術・新産業の創出を支援する調査・研究
　　　　　　ならびに普及啓発事業」に関する実施状況

①公益目的支出の額が計画を上回った内容及び理由【＋262,109,259円】
〇政府による人的資本経営の推進や地政学的課題など、マネジメントに関わるあらゆる環境変化を受けて、産業界において
は、従来と比較にならないレベルで幅広くかつ深い経営課題が浮き彫りとなり、小会への期待と、果たすべき役割が拡大した。
小会の理事や評議員会を基軸として、広く経営課題の調査研究や収集に務め、その解決に資する活動を展開する中、結果とし
てプロジェクトの規模や数が拡大傾向となり、また、小会としてもそれら活動へ優先的に資源配分を図ったことから、公益目的
支出が計画より262,109,259円上回った。

②実施事業収入の額が計画を上回った内容及び理由【＋62,774,174円】
〇産業界の経営課題に関する的確な調査研究に基づく活動を継続的に展開することで、必然的に小会活動への企業側からの
参画意識が高まり、各プロジェクトの規模が拡大されたことから、計画より62,774,174円上回る実施事業収入となった。

 ① 当該事業に係る公益目的支出の額

 ② 　　　〃　　　実施事業収入の額

【「日本CTOフォーラム」（第18期）研究活動】

日本を代表する企業の最高技術責任者(CTO）を一堂に集め、マネジメントやビジネスモデルの妥当性調査・研究および新
技術・新産業動向に即したテーマを選定した上で、世界で勝ち残る日本企業の研究開発の推進に関する討議・研究および
情報発信する活動を行った。

日本やアジアの工場における優れたものづくり革新活動への取り組み事例を表彰する「「2024 年（第12回）GOOD
FACTORY賞」および「2024 GOOD FACTORY賞 受賞企業講演会」を実施した。

 ③ （①－②）の額

 ④ 当該事業に係る損益計算書の費用の額

 ⑤ 　　　〃　　　損益計算書の収益の額

①及び②に記載した額が計画に記載した額と異なる場合、その内容及び理由

566,664,604

491,890,430

○ものづくりプロセス革新賞 ：日産自動車　栃木工場

○ものづくり人材育成貢献賞：富士フイルムマニュファクチャリング　竹松事業所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　マツダ　本社工場

【ものづくり力強化のための普及啓発活動】

74,774,174

○ファクトリーマネジメント賞 ：旭化成　ライフイノベーション事業本部 ロイカ事業部 ロイカ工場
　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 花王　鹿島工場
　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 東芝　東芝産業機器システム 三重事業所
　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 トヨタ自動車　TOYOTA MOTOR VIETNAM
　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 リコー　リコー環境事業開発センター
　　　　　　　　　　　　　 　　　　　 リコーインダストリー　東北事業所

566,664,604

74,774,174

◇第3分科会：「研究開発領域の人・働き方の多様性を考える」
　　　　　　　　　～能力を発揮できる環境・組織の在り方とは～

○報告会の開催（令和6年3月）

○分科会による研究（令和5年度のテーマ）
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〔公益目的支出計画実施報告書〕

(3) 実施事業資産の状況等

番号注2 資産の名称
前事業年度末日

の帳簿価額
当該事業年度

末日の帳簿価額
使用の状況

該当なし 円 円 円 円

【実施事業収入の額の算定について】

①「損益計算書の収益の額」に対応した②「実施事業収入の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を記載してください。

74,774,174 円 74,774,174 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

74,774,174 円 74,774,174 円

注： 実施事業収入の額の算定の記載事項について、必要な説明書類を添付してください。

【公益目的支出の額の算定について】

①「損益計算書の費用の額」に対応した②「公益目的支出の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を記載してください。

566,664,604 円 566,664,604 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

566,664,604 円 566,664,604 円

注： ①と②が同額である場合には、「科目」欄を「その他」として、まとめた額を①及び②欄に記載してかまいません。

②実施事業収入の額

計

①損益計算書の
収益の額

教育研修事業収益

損益計算書の科目 ②の額の算定に当たっての考え方 注

継１についての実施事業に係る対価収入であるため

損益計算書の科目
①損益計算書の

費用の額
②公益目的支出の額 ②の額の算定に当たっての考え方 注

その他 異なる費用科目はない

注2：算定日に有していた資産については、移行認可申請書（別表Ａ公益目的財産額の算定）に記載した資産の番号（イ1、ロ2・・a１・など）を記載してください。

移行後に取得した場合の
取得価額

時価評価資産の
算定日の時価

計
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 〔公益目的支出計画実施報告書〕

【引当金等の明細】

（１）実施事業に係る引当金

55,812,606 円 62,338,364 円 55,812,606 円 円 62,338,364 円

11,479,692 円 2,597,081 円 1,005,119 円 円 13,071,654 円

円 円 円 円 0 円

（２） （１）以外の引当金のうち、算定日において計上していたもの

1,999,947 円 2,404,912 円 0 円 1,999,947 円 2,404,912 円

426,406,394 円 406,569,636 円 426,406,394 円 円 406,569,636 円

819,557,607 円 28,379,898 円 85,680,867 円 円 762,256,638 円

（３）「その他支出又は保全が義務付けられているもの」としたもの 注

円 円 円 円 0 円

円 円 円 円 0 円

円 円 円 円 0 円

　 　 

注： 算定日において、退職給付会計導入に伴う変更時差異の未処理額を公益目的財産額から控除した場合に
ついては、当該未処理額は記載不要です。

1
賞与引当金 継１

2
退職給付引当金 継１

3

期末残高
目的使用 その他

番
号

事業番号

期首残高

引当金の名称 目的

目的使用
当期増加額

その他
期末残高

当期減少額

1
貸倒引当金  債権の貸倒損失に備えるため

番
号

引当金の名称

期首残高 当期増加額
当期減少額

目的

当期減少額
期末の価額

目的使用 その他

2
賞与引当金

3
退職給付引当金

3

 役職員の退職金の支給に備えるため

 役職員の賞与の支給に備えるため

目的

1

2

番
号

財産の名称

期首の価額 当期増加額
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　令和５年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」

第３４条３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」がないことから、

事業報告の附属明細書を作成しておりません。

令和５年度事業報告　　附属明細書
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